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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-3-別添 1-2「竜巻防護対策設備の強度計算の方針」に示すとおり，竜巻防護対策

設備のうち竜巻防護ネット及び竜巻防護鋼板を支持する架構が，竜巻時及び竜巻通過後において

も構造健全性を保持し，機械的な波及的影響を与えず，外部事象防護対象施設の安全機能を維持

することを確認するものである。 
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2. 基本方針 

Ⅵ-3-別添 1-2「竜巻防護対策設備の強度計算の方針」の「2.3 荷重及び荷重の組合せ」，「3.3 

架構の構造設計」及び「5. 許容限界」を踏まえて，竜巻防護対策設備架構の「2.1 位置」，「2.2 

構造概要」，「2.3 評価方針」及び「2.4 適用規格・基準等」を示す。 

 

2.1 位置 

竜巻防護対策設備架構は，取水槽（取水槽海水ポンプエリア，取水槽循環水ポンプエリ

ア），燃料移送ポンプエリア及び建物開口部に設置する。架構の位置図を図 2－1に示す。 

 

 

 

 

図 2－1 架構の位置図 

 

取水槽 燃料移送ポンプエリア ●：建物開口部 
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2.2 構造概要 

Ⅵ-3-別添 1-2「竜巻防護対策設備の強度計算の方針」の「3.3 架構の構造設計」に示す構

造計画を踏まえて，竜巻防護対策設備架構の構造を設定する。 

(1) 取水槽海水ポンプエリア架構 

取水槽海水ポンプエリア架構は，竜巻防護ネット及び竜巻防護鋼板を設置するための鉄

骨構造であり，柱，はり等により構成される。取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の平

面図を図 2－2，断面図を図 2－3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－2 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の平面図 

 

  

Ａ－Ａ断面図 

図 2－3 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の断面図  
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(2) 取水槽循環水ポンプエリア架構 

取水槽循環水ポンプエリア架構は，竜巻防護鋼板を設置するための鉄骨構造であり，柱，

はり等により構成される。取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の平面図を図 2－4，断

面図を図 2－5に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－4 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の平面図 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ－Ａ断面図 

図 2－5 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の断面図 
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(3) 燃料移送ポンプエリア架構 

燃料移送ポンプエリア架構は，竜巻防護鋼板を設置するための鉄骨構造であり，柱，は

り等により構成される。燃料移送ポンプエリア防護対策設備の平面図を図 2－6及び 8，断

面図を図 2－7及び 9に示す。 
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図 2－6 燃料移送ポンプエリア防護対策設備（北側）の平面図 
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Ｂ－Ｂ断面図 

図 2－7 燃料移送ポンプエリア防護対策設備（北側）の断面図 

 

Ａ－Ａ断面図 
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図 2－8 燃料移送ポンプエリア防護対策設備（南側）の平面図 
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図 2－9 燃料移送ポンプエリア防護対策設備（南側）の断面図（1/2） 
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図 2－9 燃料移送ポンプエリア防護対策設備（南側）の断面図（2/2） 
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(4) 建物開口部架構 

建物開口部架構は，鉄筋コンクリート造の原子炉建物又は廃棄物処理建物に竜巻防護ネ

ット又は竜巻防護鋼板を設置するための鉄骨構造であり，柱，はり等により構成される。

建物開口部防護対策設備の概要図を図 2－10～図 2－12 に示す。 

 

 

図 2－10 建物開口部防護対策設備の概要図 
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図 2－11 建物開口部防護対策設備の概要図 
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図 2－12 建物開口部防護対策設備の概要図 
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2.3 評価方針 

竜巻防護対策設備架構の強度評価は，Ⅵ-3-別添 1-2「竜巻防護対策設備の強度計算の方針」

の「2.3 荷重及び荷重の組合せ」及び「5. 許容限界」を踏まえて，架構の評価対象部位に生

じる変形等が許容限界に収まることを，「3. 強度評価方法」に示す方法により，「4. 評価条

件」に示す条件を用いて計算し，その結果を「5. 強度評価結果」に示す。 

評価対象部位は，その構造を踏まえて，設計竜巻による荷重とこれに組み合わせる荷重（以

下「設計荷重」という。）の作用方向及び伝達過程を考慮し，選定する。 

(1) 構造強度評価の方針 

架構の構造強度評価の方針を以下に，構造強度評価フローを図 2－13に示す。 

・設計荷重に対して，架構を構成する部材に転倒及び脱落を生じない設計とするために，

架構に終局状態に至るようなひずみが生じないことを確認する。（以下「変形評価」と

いう。） 

・架構の外側には竜巻防護ネット又は竜巻防護鋼板が設置されており，設計飛来物が直

接衝突することはないことから，設計飛来物による架構の貫通は考慮しない。 
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図 2－13 架構の衝突評価フロー 

 

衝突解析 

解析モデルの設定 

評価対象部位の選定 

荷重及び荷重の組合せの設定 

許容限界の設定 

構造強度評価 

許容限界との比較 

設計竜巻による荷重 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・「鋼構造設計基準－許容応力度設計法－」（（社）日本建築学会（2005）） 

・建築基準法及び同施行令 

・「建築物荷重指針・同解説」（（社）日本建築学会（2004）） 

・「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」原子力規制委員会制定 

・Methodology for Performing Aircraft Impact Assessments for New Plant Designs 

(Nuclear Energy Institute 2011 Rev8(NEI 07-13)) 

・「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1-2005/2007」（（社）日本機械

学会） 

・日本産業規格(ＪＩＳ)（以下「ＪＩＳ」という。） 

・動的繰返し大変形を受ける溶接鋼構造物のぜい性破壊性能評価方法（WES2808：2003）

（（社）日本溶接協会） 
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3. 強度評価方法 

3.1 記号の定義 

(1) 変形評価の記号の定義 

変形評価に用いる記号を表 3－1に示す。 

 

表 3－1 変形評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ａ m2 受圧面積  

Ｃ ― 風力係数  

Ｅ MPa 縦弾性係数 

Ｅ’ MPa 塑性硬化係数 

Ｆｄ N 常時作用する荷重  

Ｇ ― ガスト影響係数  

ΔＰ N/m2 最大気圧低下量 

ｑ N/m2 設計用速度圧  

Ｔ ℃ 想定するひずみ速度時の温度 

Ｔ０ ℃ 基準ひずみ速度時の温度 

ＶＤ m/s 設計竜巻の最大風速  

ＶＲｍ m/s 最大接線風速 

ＶＴ m/s 移動速度 

ＷＭ N 設計飛来物による衝撃荷重  

ＷＷ N 風圧力による荷重  

ρ kg/m3 空気密度  

ε ― 想定するひずみ速度 

ε’ ― 破断ひずみ 

ε０ ― 基準ひずみ速度 

σＴ MPa 想定するひずみ速度時の引張強さ 

σＴ０ MPa 基準ひずみ速度時の引張強さ 

σＹ MPa 想定するひずみ速度時の降伏応力 

σＹ０ MPa 基準ひずみ速度時の降伏応力 

 

・ 

・ 
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3.2 評価対象部位 

  竜巻防護対策設備架構の評価対象部位は，Ⅵ-3-別添 1-2「竜巻防護対策設備の強度計算の

方針」の「5.3 架構の許容限界」に示す評価対象部位を踏まえ，選定する。 

   (1) 変形評価の評価対象部位 

設計飛来物の衝突を考慮する場合，被衝突物の支持間隔が長いほどたわみ量が大きくな

る傾向にある。このため，竜巻防護ネット又は竜巻防護鋼板を支持する架構部材の支持間

隔が最長となる箇所を選定する。衝突位置については，たわみ量が大きくなるよう部材の

中央とする。 

 

・取水槽海水ポンプエリア架構 

竜巻防護ネット及び竜巻防護鋼板を架構により支持する構造であり，設計飛来物の衝

突位置は，部材に生じる曲げモーメントが最大となる鋼板を支持する架構の中央を選定

する。取水槽海水ポンプエリア架構の評価対象部位を図 3－1に示す。 

 

・取水槽循環水ポンプエリア架構 

竜巻防護鋼板を架構により支持する構造であり，設計飛来物の衝突位置は，部材に生

じる曲げモーメントが最大となる架構部材の中央を選定する。取水槽循環水ポンプエリ

ア架構の評価対象部位を図 3－2に示す。 

 

・燃料移送ポンプエリア架構 

竜巻防護鋼板を架構により支持する構造であり，設計飛来物の衝突位置は，部材に生

じる曲げモーメントが最大となる架構部材の中央を選定する。燃料移送ポンプエリア架

構の評価対象部位を図 3－3に示す。 

 

・建物開口部架構 

竜巻防護ネット又は竜巻防護鋼板を建物外壁に接した架構により支持する構造である。

竜巻防護ネット又は竜巻防護鋼板に作用する設計飛来物による衝撃荷重は，架構を介し

て建物外壁に伝達され（図 3－4参照），架構に有意な変形は生じないため，建物開口部

架構は変形評価の対象としない。 
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図 3－1 変形評価の評価対象部位（取水槽海水ポンプエリア防護対策設備） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－2 変形評価の評価対象部位（取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－3 変形評価の評価対象部位（燃料移送ポンプエリア防護対策設備） 

：評価対象部位 

設計飛来物 

設計飛来物 

設計飛来物 

設計飛来物 

設計飛来物 

：評価対象部位 

：評価対象部位 
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図 3－4 建物開口部防護対策設備における設計飛来物による衝撃荷重の伝達箇所 

 

：荷重が伝達する箇所 

：開口部 

設計飛来物 

設計飛来物 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

 強度評価に用いる荷重は，Ⅵ-3-別添 1-2「竜巻防護対策設備の強度計算の方針」の「2.3 

荷重及び荷重の組合せ」を踏まえて設定する。 

   (1)  構造強度評価の荷重及び荷重の組合せ 

a. 荷重の設定 

      衝突評価には以下の荷重を用いる。荷重の算定に用いる竜巻の特性値を表 3－2に示

す。 

 

表 3－2 荷重算定に用いる竜巻の特性値 

ＶＤ 

(m/s) 

ＶＴ 

(m/s) 

ＶＲｍ 

(m/s) 

ΔＰ 

(N/m2) 

92 14 78 7500 

 

(a) 竜巻による荷重 

イ. 風圧力による荷重（ＷＷ） 

          風圧力による荷重（ＷＷ）は，次式により算定する。 

ＷＷ＝ｑ・Ｇ・Ｃ・Ａ 

設計用速度圧ｑは，次式により算定する。 

ｑ＝(1/2)・ρ・ＶＤ
2 

 

      ロ. 設計飛来物による衝撃荷重（ＷＭ） 

    設計飛来物による衝撃荷重（ＷＭ）については，表 3－3に諸元を示す設計飛来物

の衝突に伴う荷重とする。また，設計飛来物の材料定数を表 3－4に示す。 

 

表 3－3 設計飛来物の諸元 

設計飛来物 

サイズ 

長さ×幅×奥行き 

(m) 

水平方向の

飛来速度 

(m/s) 

鉛直方向の

飛来速度 

(m/s) 

質量 

(kg) 

鋼製材 4.2×0.3×0.2 51 34 135 

 

表 3－4 設計飛来物の材料定数 

設計飛来物 
σＹ０ 

(MPa) 

Ｅ 

(MPa) 
ポアソン比 

鋼製材 245 2.06×105 0.3 
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(b) 常時作用する荷重（Ｆｄ） 

     常時作用する荷重（Ｆｄ）としては，架構部材の自重，架構に取り付く竜巻防護ネッ

ト及び竜巻防護鋼板の上載荷重を考慮する。 

 

b. 荷重の組合せ 

衝突評価に用いる荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 1-2「竜巻防護対策設備の強度計算の方

針」の「2.3 荷重及び荷重の組合せ」のとおり，風圧力による荷重，設計飛来物による

衝撃荷重及び常時作用する荷重を組み合わせる。 

衝突評価において考慮する荷重の組合せを表 3－5に示す。 

 

表 3－5 荷重の組合せ 

評価内容 荷重の組合せ 

波及的影響評価 ＷＷ＋ＷＭ＋Ｆｄ 
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3.4 許容限界 

  竜巻防護対策設備架構の許容限界は，Ⅵ-3-別添1-2「竜巻防護対策設備の強度計算の方針」

の「5. 許容限界」にて設定している許容限界を踏まえて，「3.2 評価対象部位」にて設定し

ている部位における機能損傷モードを考慮して設定する。 

(1) 評価対象部位の材料仕様

構造強度評価にて選定する架構の材料及び寸法の仕様を表 3－6に示す。

表 3－6 評価対象部位の材料仕様 

設置エリア 仕様 材質 

取水槽海水ポンプエリア SS400 

取水槽循環水ポンプエリア SS400 

燃料移送ポンプエリア SS400 

(2) 評価対象部位の材料定数

使用材料の材料定数を表 3－7に示す。材料定数は，ＪＩＳ及び「鋼構造設計基準－許

容応力度設計法－」に基づき設定する。 

表 3－7 評価対象部位の材料定数 

材質 
厚さ 

(mm) 

σＹ０

(MPa) 

Ｅ 

(MPa) 

σＴ０

(MPa) 

ε’ 

(－) 

Ｅ’ 

(MPa) 

SS400 

2.06×105 400 

2.06×105 400 

2.06×105 400 
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(3) 構造強度評価の許容限界

設計飛来物が架構及び竜巻防護鋼板に衝突する場合は，衝突部において貫通が防止でき

ても，架構部材端部が曲げ等により破断し架構の支持機能が保持されないことが考えられ

ることから，架構部材端部及びその近傍の曲げによる破断が生じないことを確認する。 

許容限界としては，材料の破断ひずみを設定する。破断ひずみについては，「4.(3)c. 

破断ひずみ」に示すとおり，ＪＩＳに規定されている伸びの下限値を基に設定するが，

「NEI 07-13：Methodology for Performing Aircraft Impact Assessments for New 

Plant Designs」（以下「NEI 07－13」という。）においてＴＦ（多軸性係数）を 2.0 とす

ることが推奨されていることを踏まえ，安全余裕として２軸引張状態でＴＦ＝2.0 を考慮

して設定する。 

最大ひずみが破断ひずみを超える場合には，破断ひずみを超える範囲が全断面に発生し

ないことを確認する。 

設定した許容限界を表 3－8に示す。 

表 3－8 許容限界（波及的影響評価） 

材質 ＪＩＳ規格値 
破断ひずみ＊ 

（ＴＦ＝2.0 のとき） 

SS400 

 SS400 

     SS400 

注記＊：真ひずみ換算値 
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3.5 評価方法 

   (1) 構造強度評価 

竜巻防護対策設備架構の強度評価は，架構又は竜巻防護鋼板に設計飛来物が衝突した場

合の波及的影響評価においては，解析コード「Virtual Performance Solution」を用いて

３次元ＦＥＭによりモデル化し評価を実施する。 

  取水槽海水ポンプエリア防護対策設備，取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備及び燃

料移送ポンプエリア防護対策設備の衝突解析モデル並びに設計飛来物の解析モデルを図 3

－5～図 3－8に示す。これらの解析モデルを用いて，設計飛来物が架構に衝突する場合に，

架構端部に発生するひずみ量を算出し，架構部材端部に破断が生じないことを確認する。 

最大ひずみが破断ひずみを超える場合には，破断箇所を確認し全断面に発生しないこと

を確認する。 

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5-43「計

算プログラム（解析コード）の概要・Virtual Performance Solution」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－5 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の衝突解析モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－6 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の衝突解析モデル 

 

竜巻防護鋼板非表示 

竜巻防護鋼板非表示 

竜巻防護鋼板表示 

竜巻防護鋼板表示 
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図 3－7 燃料移送ポンプエリア防護対策設備の衝突解析モデル 

 

 

 

図 3－8 設計飛来物（鋼製材）の解析モデル 

4.2 

0.2 

0.3 

竜巻防護鋼板非表示 竜巻防護鋼板表示 

（単位：m） 
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4. 評価条件 

(1) 使用材料及び寸法 

波及的影響評価にて選定する架構の材料及び寸法の仕様については，「3.4(1) 評価対

象部位の材料仕様」に示すとおり設定する。 

 

(2) 材料定数 

架構の材料定数については，「3.4(2) 評価対象部位の材料定数」に示すとおり設定する。 

 

(3) 材料の非線形特性 

a. 材料の応力―ひずみの関係 

材料モデルでは，架構の破断ひずみを設定し，破断ひずみを超えた要素が荷重を負担

しないことを考慮する。材料の応力－ひずみ関係はバイリニア型とし，降伏後の塑性硬

化係数（２次係数Ｅ’）は，表 3－7に示す値とする。材料に適用するバイリニア型の応

力－ひずみの関係を図 4－1に示す。 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 架構及び設計飛来物（鋼製材）の応力－ひずみ線図 

 

b. ひずみ速度効果 

竜巻による飛来物に対する解析は，衝撃問題で変形速度が大きいため，ひずみ速度効

果を考慮することとし，以下に示す日本溶接協会の推定式（以下，WES 式）から得られ

る動的増大効果を線形補間し設定する。 

σＹ＝σＹ0(Ｔ0)・exp{8×10-4・Ｔ0・(
σＹ0(Ｔ0)

Ｅ
)

-1.5

・
1

Ｔ・ln (108 ε
̇

⁄ )
－

1

Ｔ0・ln (108 ε0
̇

⁄ )
} 

σＴ＝σＴ0(Ｔ0)・exp{8×10-4・Ｔ0・(
σＴ0(Ｔ0)

Ｅ
)

-1.5

・
1

Ｔ・ln (109 ε
̇

⁄ )
－

1

Ｔ0・ln (109 ε0
̇

⁄ )
} 

σＹ０ 

E 

σＴ０ 

ε’ 
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c. 破断ひずみ

破断ひずみは，ＪＩＳに規定されている伸びの下限値を基に設定する。また，「NEI

07-13」においてＴＦ（多軸性係数）を 2.0 とすることが推奨されていることを踏ま

え，安全余裕として２軸引張状態でＴＦ＝2.0 を考慮する。ＴＦについては，架構のみ

考慮する。 

なお，安全側の評価として，架構の破断ひずみを超えた要素は削除することとし，鋼

製材の破断ひずみを超えた要素は削除せず，荷重を伝達するものとする。 

材料ごとの破断ひずみを表 4－1 に示す。 

表 4－1 架構の破断ひずみ 

種別 材質 ＪＩＳ規格値 ＴＦ 破断ひずみ＊ 

架構 

SS400 2.0 

     SS400 2.0 

     SS400 2.0 

注記＊：真ひずみ換算値 
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5. 強度評価結果

5.1 構造強度評価 

(1) 取水槽海水ポンプエリア架構

設計飛来物の架構への衝突時の構造強度評価結果を表 5－1，図 5－1及び図 5－2に示

す。架構を構成する部材の最大ひずみは，破断ひずみを超えず，架構を構成する部材に転

倒及び脱落は生じない。 

表 5－1 構造強度評価結果 

評価対象 最大ひずみ 破断ひずみ＊ 

取水槽海水ポンプエリア架構 

注記＊：真ひずみ換算値 

図 5－1 ひずみ分布図（部材変位最大時） 

：衝突箇所 

：最大ひずみ発生箇所 
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図 5－2 ひずみ分布図（最大ひずみ発生箇所拡大図） 

  

Z 
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(2) 取水槽循環水ポンプエリア架構

設計飛来物の架構への衝突時の構造強度評価結果を表 5－2，図 5－3及び図 5－4に示

す。架構を構成する部材の最大ひずみは，破断ひずみを超えず，架構を構成する部材に転

倒及び脱落は生じない。 

表 5－2 構造強度評価結果 

評価対象 最大ひずみ 破断ひずみ＊ 

取水槽循環水ポンプエリア架構 

注記＊：真ひずみ換算値 

図 5－3 ひずみ分布図（部材変位最大時） 

図 5－4 ひずみ分布図（最大ひずみ発生箇所拡大図） 

：衝突箇所 

：最大ひずみ発生箇所 

Z 
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(3) 燃料移送ポンプエリア架構

設計飛来物の架構への衝突時の構造強度評価結果を表 5－3，図 5－5及び図 5－6に示

す。架構を構成する部材の最大ひずみは，破断ひずみを超えるが，その範囲は局所的であ

り，架構を構成する部材に転倒及び脱落は生じない。 

表 5－3 構造強度評価結果 

評価対象 最大ひずみ 破断ひずみ＊ 

燃料移送ポンプエリア架構 

注記＊：真ひずみ換算値 
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図 5－5 ひずみ分布図（部材変位最大時） 

 

 

図 5－6 ひずみ分布図（最大ひずみ発生箇所拡大図） 

 

：衝突箇所 

：最大ひずみ発生箇所 

Z 




